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　地球温暖化による気候変動の影響のひとつとし
て、台風の被害の増大の懸念が指摘されている1）。
日本でも、2011 年台風 12 号は、観測史上の降水量
記録を大幅に更新した。
　2011 年 9 月、（独）防災科学技術研究所と岐阜大
学は、コンピューターシミュレーションによって、
現在および地球温暖化を想定した将来の伊勢湾岸
等において発生可能な最大級の高潮・高波の予測
概要を発表した2）。高潮の再現精度が高い大気―海
洋―波浪の一体計算モデルと、台風を任意の位置
に与える手法の組み合わせにより、高潮・高波の
極限ハザードを予測した初めてのものである。「将
来」とは、IPCC の第三次報告書の中で中庸な A1B
シナリオによる 2099 年 9 月時点を指す。
　高潮とは、台風等による①気圧の異常な低下、
②沖の海水が岸（特に湾奥）に吹き寄せられること、
の複合要因で、潮位が平常時よりも異常に上昇する

（潮位偏差を生ずる）現象である。また、高波とは、
強風によって波の振幅が大きくなることである。一
般に波の高さは、一定時間内に観測される波高の上
位 3 分の 1 の平均（有義波高）で表される3）。
　今回のシミュレーションは、気候条件から発生し
うる最大級の台風を設定して、紀伊半島南岸沖の海
上に等間隔で 50 ケースの初期位置を与え、その後
の台風の強度や進路などとともに各地の潮位や波高
を予測している。
　まず現時点でも起こりうる、最大の潮位偏差を引
き起こすシナリオは、台風が 1959 年の伊勢湾台風
よりもやや東寄りの尾鷲市付近〜津市付近を通過す
るケースである。台風が海上に留まる時間が長くな
るため、紀伊半島上陸時の中心気圧が伊勢湾台風の
930 hPa よりも低い 915 hPa となる。このケースで
は、名古屋港での潮位偏差は最大 5.6 m となり、伊

勢湾台風の際の観測記録 3.5 m の約 1.6 倍となる。
　2099 年 9 月時点では、IPCC の A1B シナリオに
よれば、大気中の CO2 濃度が 710 ppm でなお濃度
上昇が収束しないとされている。この気候条件で
は、最大級の台風の紀伊半島上陸時の中心気圧は、
50 ケースすべてにおいて 895〜905 hPa となる。こ
の場合、名古屋港の潮位偏差は最大 6.9 m に達する。
同様に中部国際空港の潮位は、温暖化による海面上
昇や満潮位を考慮すると、潮位は現在の平均潮位よ
りも最大 5.2 m 上昇すると予測され、敷地全体が海
面下に没する。その海面上を有義波高 6 m 超の高
波が打ち寄せることとなり、空港施設に壊滅的な被
害が予想される（図表）。
　東日本大震災以来、発生頻度は低いが規模の大き
い災害への備えの必要性が指摘されている。その中
で、地球温暖化による気候変動は、従来の災害経験
では想定しえなかったさまざまな影響条件を与える
懸念がある。今後あらゆる可能性を予測し、そのよ
うな場合でも実効性のある対応策が求められるよう
になる。その前提として、ハザード予測はより重要
になる。

　地球温暖化による気候変動の影響のひとつとして、台風の被害の増大が懸念されている。2011 年 9 月、
（独）防災科学技術研究所と岐阜大学は、現在および地球温暖化を想定した 2099 年時点の伊勢湾岸等に
おける高潮・高波のハザード分析の結果を発表した。今回のシミュレーションは、台風の強度や進路な
どとともに各地の潮位や波高を解析・予測したもので、1959 年の伊勢湾台風を大きく超える被害の可
能性を指摘した。東日本大震災以来、発生頻度は低いが規模の大きい災害への備えの必要性が指摘され
ている。従来の災害経験からは想定しえなかったハザードを予測することは、実効性のある防災対策を
図るうえでより重要になる

参　考　1）　科学技術動向　2011年 7・8月号　p8

2）　（独）防災科学技術研究所プレスリリース
3）　気象庁ホームページ：http://www.data.kishou.go.jp/kaiyou/db/wave/comment/term/yuugi.html

トピックス1 気候変動を前提とする高潮ハザードの予測

図表　気候変動を前提とした 2099 年における中部国際空
港の高潮ハザード

科学技術動向研究センターにて作成

http://www.data.kishou.go.jp/kaiyou/db/wave/comment/term/yuugi.html
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トピックス2 工業用ナノ材料のリスク評価手法の開発
　ナノサイズの形態を有する材料は機能の大幅な
向上や新機能の発現が期待され、新しい工業材料
としての研究開発が活発化している。一方で、ナ
ノ材料は、細胞より小さいことによる生体内部へ
の侵入あるいは比表面積が大きいことによる高い
表面活性や反応活性が予想されるため、従来材料
とは異なる人体への影響リスクが懸念されている。
　世界的に見ても、ナノ材料の形態規定もリスク
評価手法はまだ確立されていない。一般の化学物
質は、主に化学的な特性による有害性でリスクが
評価されるが、ナノ材料は主に形態などの物理的
な特性による有害性が問題となることから、リス
ク評価のアプローチは大きく異なる。日本では、
2006〜2010 年の第 3 期科学技術基本計画において
重点課題のひとつに挙げられ、ナノ材料のリスク
評価の早期確立が進められてきた1）。
　2011 年 8 月、（独）産業技術総合研究所と産業医
科大学を中心とする研究グループは、工業用ナノ
材料を対象にしたリスク評価の手法を開発し、特
に二酸化チタン（TiO2）・フラーレン（C60）・カー
ボンナノチューブ（CNT）の 3 つの物質群につい
ては、作業環境下の各許容曝露濃度（PL：10 年の
時限付き）を TiO2；0.6 mg/m3、C60；0.39 mg/m3、
CNT；0.03 mg/m3 とそれぞれ決定した2）。
　研究グループは、サイズや形態が正確に同定さ
れた試料で有害性試験を行うことを重要と考え、
試料の調製と計測手法の確立を重点的に進め、そ
の成果を「手順書」として公開した3）。例えば、粒
子が凝集していない単分散の試料を基本とし、凝
集した 2 次粒子においても 100 nm 以下まで分散さ
せる技術を開発した。細胞に取り込まれたナノ材
料については、分解能の高い電子顕微鏡で計測す

ることとした。
　有害性試験としては、ラットを用い、ナノ材料
の再凝集を回避するための短期（4 週間）の吸入曝
露試験と、それと並行して長期（2 年間）の気管内
投与試験を行い、ナノ材料が長期的に肺に残留す
ることによる種々の影響を調べた。
　ナノ材料の製品化に際しては、各企業が標準的
な手法を用いてリスク評価を実施し、安全に関す
る情報を製品の付加価値とすることができる。し
かし、物質的には同じでもサイズや形態が多様な
ナノ材料では、通常の手法では膨大な試験が必要
となる。そこで、研究グループは、リスク評価の
標準的な手法として、新規ナノ材料のリスク評価
にも適用可能な 2 軸アプローチによる推定手法を
提案している（図表参照）。
　また、安全性確保のための世界的な取り組みと
して、経済協力開発機構（OECD）で工業用ナノ材
料作業部会が設置されている。研究グループでは
今後、これらのリスク評価手法と評価値を、OECD
ならびに ISO 規格にも提案していく予定である。

　工業用ナノ材料は細胞より小さく比表面積が大きいため、人体への影響リスクも懸念されている。
（独）産業技術総合研究所と産業医科大学を中心とする研究グループは、工業用ナノ材料の新しいリス
ク評価手法を開発し、特に二酸化チタン・フラーレン・カーボンナノチューブの 3 つの物質群につい
て各許容曝露濃度を決定した。研究グループは、リスク評価の標準的な手法として、新規ナノ材料の
リスク評価にも適用可能な 2 軸アプローチによる推定手法を提案している。これらのリスク評価手法
と評価値は、今後、OECD や ISO 規格にも提案される予定である。

参　考
1）　竹村誠洋、「ナノテクノロジーの社会受容に関する取り組み」、科学技術動向、2008年 3月号、p.24

2）　中西準子、ナノリスク評価書〜考え方と結果の概略〜（略称：考え方）、2011年 8月 17日（最終報告版）
3）　中西、本田、五十嵐監修、ナノ材料有害性試験のための試料調製方法と計測方法（略称：手順書）、2011年 9月

15日（暫定版）

図表　2軸アプローチによるリスク評価方法

参考文献1）を基に科学技術動向研究センターにて作成
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参　考　1）　H. Minemawari et. al., “Inkjet printing of single-crystal films”、Nature、vol.475, 364（2011）

　有機半導体を用いた電子デバイスは、軽い・薄
い・落としても壊れない特徴を持った、より高度
なマン・マシン・インターフェースの実現や、印
刷技術が利用可能なため、省資源・省エネルギー
による低コストでの生産が期待できる。しかしな
がら、これまで印刷法によって結晶性の高い有機
半導体膜を基板上に形成する技術はなく、非晶質
シリコン半導体膜に比較して移動度が低いことが、
実用化への課題の一つとなっていた。
　2011 年 7 月、（独）産業技術総合研究所を中心と
する研究グループは、インクジェット印刷により
基板上の任意の位置に単結晶の有機半導体膜を作
製する技術を発表した（図表）1）。この技術を用い
て試作した有機薄膜トランジスタ（TFT）は、電
界効果移動度が平均で 16.4 cm2/Vs を示した。これ
は、印刷法で作製した従来の有機 TFT の約 100 倍
の値で、現在液晶ディスプレイに適用されている
非晶質シリコン TFT や酸化物 TFT を超える性能
である。
　単結晶有機半導体膜は、有機半導体（C8–BTBT*）
を含む半導体インクと結晶化インクの 2 種類のイ
ンクを用い、2 基のインクジェットヘッドから塗布
して作製された。まず、1 基目のインクジェット
ヘッドから結晶化インクを塗布し、続いて 2 基目
のヘッドから半導体インクを結晶化インクに重ね
て塗布して、基板上に 3 ナノリットルの混合液滴
を形成する。混合液滴の内部では、有機半導体は
直ちに過飽和状態になり、液滴表面において緩や
かに半導体結晶の成長が始まり、最終的には半導
体結晶が液滴表面全体を覆う。膜厚は塗布条件によ
り 30〜100 nm と変えられるが、均一性は極めて高
く、膜の表面は分子レベルで平坦である。さらに、
基板上に予め親水／疎水表面処理を施して、塗布
した液滴の形状を制御することにより、結晶の成

長方向も制御できる。
　研究グループでは、単結晶有機半導体膜上に金
電極と有機高分子からなる絶縁層を形成し、TFT
を試作した。この TFT は高移動度特性を有し、ス
イッチング電流の on/off 比が、実用化されている
非晶質シリコン TFT と同等の 5〜7 桁で、8 ヵ月
空気中に放置した後も電流値減少は 10% 以下で
あった。研究グループでは、今後、さらに素子の
安定性の向上とともに、電極も含め全印刷方式で
のプロセス開発を行う予定である。
　大面積への形成が容易なインクジェットによる
高移動度単結晶有機半導体膜を用いたことで、液
晶や有機 EL ディスプレイの高画質化が図れ、さら
に軽量性やフレキシブル性と併せての用途拡大に
可能性がある。また、インクジェット印刷技術の
適用によって、これまで半導体膜製造に不可欠で
あった高コストの真空プロセスを不要とし、省エ
ネルギーかつ低コストでのデバイス製造が可能に
なる。さらに研究グループでは、有機半導体イン
クの研究開発が進めば、高効率で低コストの大面
積有機太陽電池が実現する可能性もあると考えて
いる。
　*C8–BTBT：2,7–dioctyl [1] benzothieno [3,2–b] [1]

benzothiophene

トピックス3 インクジェットにより高移動度単結晶有機デバイスを作製する技術

　2011 年 7 月、（独）産業技術総合研究所を中心とする研究グループは、インクジェット印刷により
基板上の任意の位置に単結晶の有機半導体膜を作製する技術を発表した。試作した有機薄膜トランジ
スタ（TFT）は、電界効果移動度が印刷法で印刷法で作製した従来の TFT の約 100 倍の値で、現在
液晶ディスプレイに用いられている非晶質シリコン TFT や酸化物 TFT を超える性能であった。高い
移動度を有する単結晶の有機半導体膜を TFT に用いたことで、液晶や有機 EL ディスプレイの高画質
化が図れ、さらにインクジェット印刷技術の適用により、高コストの真空プロセスを不要とし省エネ
ルギーかつ低コストでの製造を可能とする。さらに、高効率で低コストの大面積有機太陽電池の実現
の可能性もある。

図表　インクジェットによる単結晶有機半導体膜の作製方法

参考文献1）を基に科学技術動向研究センターにて作成
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参　考
1）　ICANNニュースリリース（2011年 6月 20日）：http://www.icann.org/en/announcements/announcement-20jun11-en.htm

2）　GMOドメインレジストリ（株）　ニュースリリース（2011年 6月 21日）：http://www.gmo.jp/news/article/?id=3770

3）　日本ベリサイン（株）　ニュースリリース（2011年 6月 22日）：https://www.verisign.co.jp/press/2011/pr_20110622b.html

　インターネットのドメインを管理する国際団体 Internet 
Corporation for Assigned Names and Numbers 

（ICANN）は、2011 年 6 月20日にシンガポールで開催
した特別会議で、分野別のトップレベル・ドメインgeneric 
top-level domain （gTLD）を自由化することを決定した
1）。トップレベル・ドメインには、「.jp」（日本）や「.us」（米国）
など 252 の国別トップレベル・ドメイン（ccTLD）と、「.com」

（商業組織用）や「.net」（ネットワーク用）など 22 の
分野別トップレベル・ドメイン（gTLD）がある。今回の
決定により、都市名や企業名あるいは製品名や製品分
野名などをgTLDとして登録できるようになる。アルファベッ
ト3 文字以上の文字列であることが必要条件だが、将
来的には日本語を含む各国語での対応も可能になる。
　ICANN は、2012 年 1 月12日から4 月12日までの期
間に新 gTLD の申請を受け付け、50 項目の審査項目を
もとに申請者の実績や技術力などの初期審査および追加
審査と、システムテストなどの権限委譲準備を経て、最
短 9ヶ月で申請された新 gTLDを承認する予定である。
ICANN への申請費用は 185,000ドルで、承認後には年
額 25,000ドルの契約費用が発生する。
　日本でも、GMOドメインレジストリ（株）や日本ベリサイン

（株）が、新 gTLD の申請と運用準備の支援を始めて
いる2、3）。「.canon」、「.hitachi」、「.ryukyu」、「.okinawa」
などが申請される予定であり、「.tokyo」や「.kyoto」も
誕生する可能性がある。海外では、「.paris」、「.london」、

「.nyc」、「.health」、「.movie」、「.eco」、「.shop」、「.sale」、
「.music」なども申請予定である。
　Web サーバーや mail サーバーには、IPv4 の場合、
202.241.・・5.・・4 のように3 桁ごとに区切った合計 12 桁
の IPアドレスが付けられている。このような数字の羅列で
は覚えるのに不便なため、IPアドレスの代わりにnistep.
go.jp のようなドメイン名が使われ、インターネット上の住所
の役割を果たしている。ドメイン名を入力すれば、DNS 

（Domain Name Service）サーバーによってIPアドレスに
変換され、その IPアドレスを持つ web サーバーに繋がる。
　ドメインは、図表のような階層構造をしており、各ドメイ
ンには、少なくとも1 つの DNS サーバーを置くことが義務
付けられている。上層ドメインは、1 つ下の階層のドメイン
のみを管理する。最上層には、世界各国の 13 の企業・
団体が管理するルートDNS サーバーがあり、それぞれの
サーバーは、トラフィック分散やリスク分散のため、世界
各地の分散サイトで運営されている。新 gTLD がルート
DNS サーバーに登録されると同時に、新 gTLD の取得
者はサブドメインを管理する義務を負うことになる。
　新しい gTLD の取得により、取得者の意思に基づい
て、使用許可を含めたサブドメインの直接管理が可能と
なる。これにより、セキュリティの強化、顧客対話管理、
日本語サブドメインの使用など、目的にあったサイト運営が
できる。例えば、全国の病院を.hospitalというドメインで
統一すれば、医療機関どうしの連携が密になり、安全に
電子カルテを交換することが可能となる。また、都市名の
gTLD であれば、地元の商店街や観光施設との連携が
可能である。検索エンジンはドメインの信頼性も考慮する
ため、信頼性の高いドメインを構築できれば、検索エンジ
ンで上位表示される可能性も大きくなる。gTLD の自由化
により、このような新たなビジネスモデルによるサービス・イ
ノベーションが期待される。

トピックス4 インターネットのトップレベル・ドメインの自由化

　インターネットのドメインを管理する国際団体 Internet Corporation for Assigned Names and Numbers（ICANN）
は、2011 年 6 月 20日に分野別のトップレベル・ドメイン（gTLD）の自由化を決定した。gTLD には、「.com」
や「.net」など 22 種類のドメインがあるが、新たに都市名や企業名あるいは製品名や製品分野名を登録できる
ようになる。日本でも申請と運用準備の支援を始めており、2012 年 1 月 12日から4 月 12日まで申請を受け付
け、最短 9ヶ月で承認される。使用許可を含めたサブドメインの直接管理により、日本語サブドメインの使用な
ど目的に合ったサイト運営が可能となり、新たなビジネスモデルによるサービス・イノベーションが期待される。

図表　ドメインの階層構造

科学技術動向研究センターにて作成

http://www.icann.org/en/announcements/announcement-20jun11-en.htm
http://www.gmo.jp/news/article/?id=3770
https://www.verisign.co.jp/press/2011/pr_20110622b.html
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　2011 年 9 月と 10 月に、使命を終えた衛星の部品
落下が相次ぎ、世界中の注目を集めた。どちらも
海上に落下して、人的被害や物的被害は出なかっ
た。11 月にはより大型の火星探査機が打上げられ
たが、本来の目的地へ向かうことができず、地球
周回高度を下げつつあり、落下に対する警戒が必
要となっている。
　1991 年に米国航空宇宙局（NASA）がスペース
シャトルにより地球周回軌道に投入した質量 6.5 トン
の上層大気観測衛星「UARS」（Upper Atmosphere 
Research Satellite）が、20 年目の 2011 年 9 月 24 日に
米領サモア付近で大気圏に再突入し、総計 530 kg
程度の 10 数個の部品が燃え尽きずに地上に落下し
た1）。「UARS」は運用中にオゾン層の化学成分を
計測するなど多くの科学成果を挙げ、2005 年にそ
の役割を終えていた。「UARS」の軌道傾斜角（衛
星の軌道面と赤道面のなす角度）は 57 度であるた
め、世界の人口の大部分が居住している広い地域
で落下の可能性があった。人間にぶつかる確率は
3,200 分の 1 と予測されていた。
　一方、1990 年に打上げられたドイツ航空宇宙セ
ンター（DLR）の天文観測衛星「ROSAT」（ROentgen 
SATellite）が 10 月 23 日にベンガル湾付近の上空で
再突入した2）。
　「ROSAT」は X 線望遠鏡により全天の観測を行うな
ど大きな科学成果を挙げ、1998 年に役目を終えていた。
　「ROSAT」は打上げ時質量が 2.4 トンで「UARS」
より軽かったが、燃え尽きずに落下する部品は最
大 1.7 トンに及ぶと予想されていた。「ROSAT」の
軌道傾斜角は約 53 度で、「UARS」と同様に広い地
域に落下する可能性があった。人間にぶつかる確
率は「UARS」より高い 2,000 分の 1 と発表された。
　「ROSAT」の飛行経路をウェブ情報3）により追
跡したところ、10 月 23 日の日本時間 9 時 35 分前

後に日本上空を飛行して三陸海岸から太平洋へ抜
けていた。その直後、10 時 43 分から 10 時 57 分の
間に「ROSAT」は消失した。落下時刻の予測は、
ドイツ国内のレーダ観測施設の観測データや米国
戦略司令部（USSTRATCOM）の衛星追跡データ
などに基づいて DLR が逐次発表した。最終予測は
日本時間 10 月 23 日朝に、8 時 30 分から 14 時の
間と発表された。この中央値が 11 時 15 分であり、
実際の消失時間帯にかなり近いと言える。
　続いて 11 月 8 日に打ち上げられたロシアの火星
探査機「フォボス・グルント」は地球周回軌道へ
の打上げに成功したものの、火星へ向かうための
探査機のエンジンが点火せず、制御不能になって
しまった。11 月から 1 月にかけて落下のおそれが
あり、警戒が必要である。
　1993 年以降、世界の主要な宇宙機関の研究者が
集まって「国際機関間スペースデブリ調整委員会」

（IADC＝The Inter-Agency Space Debris Coordi-
nation Committee）という討議の場が設けられ、その
中で有害な宇宙デブリを低減するためのガイドラ
インが作成された。さらに、国連宇宙空間平和利用
委員会（COPUOS）においてもスペースデブリは
議題に取り上げられており、2007 年 2 月には「ス
ペースデブリ低減ガイドライン」が勧告としてとり
まとめられ、同年の国連総会で決議された。また、
燃え尽きやすい材料の選定、分解しやすい構造を
採用することや、制御可能なうちに再突入させた
り、安全な軌道まで高度を上げるなどの方策が実施
されている。
　衛星落下だけでなく、人工衛星同士の衝突や、太陽
活動に伴う磁気嵐による衛星機能の喪失など、宇
宙活動の安全性を脅かす問題がいつでも起こりう
る状況が発生しており、宇宙状況認識（SSA=Space 
Situational Awareness=）への関心が高まっている。

トピックス5 使命を終えた大型人工衛星の部品落下

　2011年 9月、米国の地球観測衛星「UARS」が大気圏に再突入し、部品の一部が燃え尽きずに南
太平洋に落下した。続いて 10月には、ドイツのX線天文観測衛星「ROSAT」がベンガル湾上空付
近で再突入した。2007年 2月、国連宇宙空間平和利用委員会でとりまとめられた「スペースデブリ
低減ガイドライン」が同年の国連総会で決議され、衛星には種々なデブリ対策が施されているものの、
宇宙活動の安全を脅かす問題が発生しており、これらの対策に加え、衛星同士の衝突回避や太陽風に
よる衛星機能喪失などを防御する宇宙状況認識（SSA）への関心が高まっている。

参　考　1）　米国航空宇宙局（NASA）　UARS：http://www.nasa.gov/mission_pages/uars/

　　　　2）　ドイツ航空宇宙センター（DLR）　ROSAT：http://www.dlr.de/dlr/en/desktopdefault.aspx/tabid-10424

　　　　3）　REAL TIME SATELLITE TRACKING：http://www.n2yo.com

http://www.nasa.gov/mission_pages/uars/
http://www.dlr.de/dlr/en/desktopdefault.aspx/tabid-10424
http://www.n2yo.com
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トピックス6 Facebookアプリケーション開発による経済効果の推定

　米国メリーランド大学のデジタルイノベーション技術戦略センターは、Facebook のアプリケー
ション開発によって創出された雇用から経済効果を分析した。急成長した Facebook アプリケーショ
ン開発企業および関係する他産業において創出された雇用は 18.2〜23.6 万人で、他産業への波及を
含めた経済効果は年間 121.9〜157.1 億 US$ と推定された。この推定には、雇用以外の経済的価値の
向上は含まれておらず、それらも含めると、Facebook による経済効果はこの研究で推定された値よ
りもかなり大きいと考えられる。

　ソーシャルネットワークサービスの 1 つである
Facebook の利用者は全世界で 7 億 5000 万人を越
えている。2007 年に Facebook 上でアプリケーショ
ンを開発する環境が提供されて以来、ゲームなど
の Facebook アプリケーションを開発する企業が急
成長している。
　2011 年 9 月、米国メリーランド大学のデジタル
イノベーション技術戦略センターは、Facebook の
アプリケーション開発による雇用創出を中心とする
経済効果の推定し、結果を発表した1）。他産業への
波及を含めた経済効果を定量的に解析した例はこれ
が初めてである。研究結果によれば、米国における
Facebook アプリケーション開発によって創出され
た雇用は 18.2〜23.6 万人であり、年間 121.9〜157.1
億 US$ の経済効果があると推定された。この数字
は、2010 年の米国 GDP 比 0.08〜0.12% にあたる。
　この研究では、Facebook アプリケーション開発
企業（以下、開発企業）における雇用創出という直
接効果と、関連する他産業における雇用創出の間接
効果に分けて推計を行ない、両者を合計している。
　まず、雇用の直接効果は開発企業の雇用者数と
し、アプリケーションの月間アクティブユーザー
数と開発企業数の相乗効果を示すモデルを用いて
推定した。雇用者数の得られた 148 社のデータか
ら雇用推定モデルを決定し、開発企業 8,308 社の月
間アクティブユーザー数から開発企業全体の雇用
者数を 53,484 人と推定した。一方、雇用の間接効
果は、直接効果である開発企業の雇用者数に、関
連する産業の雇用乗数をかけることで求めている。
具体的には、産業連関分析等により求めたブロー
ドバンド産業、通信産業、インターネット・情報
産業の雇用乗数をかけ合わせている。その結果、
間接効果による雇用は 12.9〜18.2 万人と推定され
た。直接・間接の両効果を合計し、創出された雇

用を 18.2〜23.6 万人と推定した。
　経済効果は雇用者数に平均報酬をかけて算出し
ている。直接効果は、米国の全スタートアップ企
業・IT スタートアップ企業・調査した開発企業 63
社の平均報酬を基に、46.6〜51.0 億 US$ と推定し
た。間接効果は、米国企業の平均報酬を基に 75.3〜
106.1 億 US$ と推定した。両効果を合計し、経済効
果を年間 121.9〜157.1 億 US$ と推定した。
　ただし、この研究ではアプリケーション開発に
よる雇用創出のみに注目しており、推定結果は
Facebook により創出された経済効果の一部に過ぎ
ない。ソーシャルネットワークサービスを含めた
ウェブサービスの場合、課金サービスや有料コン
テンツによる収益に加えて、アクセス数の増加に
よる商品・サービス、広告やブランドなどの経済
的価値の向上も経済効果の一部と考えることがで
きる。したがって、これらも含めると、Facebook
による経済効果は、この研究で推定された値より
もかなり大きいと考えられる。

参　考　Il-Horn Hann, Siva Viswanathon, and Byungwan Koh, The Facebook App Economy, Center for Digital 

Innovation, Technology and Strategy, The University of Maryland,

http://www.rhsmith.umd.edu/DIGITS/pdfs_docs/research/2011/AppEconomyImpact091911.pdf

図表　Facebookアプリケーション開発による経済効果の推定

参考文献1）を基に科学技術動向研究センターにて作成

http://www.rhsmith.umd.edu/DIGITS/pdfs_docs/research/2011/AppEconomyImpact091911.pdf
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2011 年ノーベル賞
自然科学 3部門の受賞者決まる

特別記事

　2011 年のノーベル賞自然科学 3 部門（生理学・医学賞、物理学賞、化学賞）の受賞者が決まった。
10 月 3 日にスウェーデン カロリンスカ研究所より生理学・医学賞が、同国王立科学アカデミー
から 4 日に物理学賞、5 日に化学賞が発表された。以下に受賞者と受賞理由について紹介する。

自然科学 3部門受賞者と受賞理由の概要
（1）生理学・医学賞

Bruce A. Beutler（米）：米スクリプス研究所教授
Jules A. Hoffmann（仏）：仏国立科学研究センター細胞分子生物学研究所ディレクター

ストラスブール大学教授
Ralph M. Steinman（米）：米ロックフェラー大学教授

受賞理由
「自然免疫の活性化に関する発見、および樹状細胞の発見と獲得免疫におけるその役割の
発見」に対する

　ヒトや動物は、免疫反応によって、体内に侵入した細菌や他の微生物から身を守って
いる。長い間、その免疫反応を開始するスイッチの正体について研究がなされた中で、
Beutler 氏と Hoffmann 氏は、微生物が体内に侵入した時に最初に働き自然免疫を活性化
させるタンパク質を発見した。Hoffmann 氏は、1996 年にショウジョウバエを使った実
験で、Toll というタンパク質が真菌のセンサーとして働くことを示した1）。Beutlre 氏は、
1998 年にマウスのリポ多糖（LPS）を認識する受容体である、Toll 様受容体を同定した2）。
Steinman 氏は樹状細胞を発見し、この細胞が自然免疫に続く獲得免疫を活性化し制御す
ることを明らかにした（代表的論文として3））。獲得免疫は、微生物を体内から排除する
役目を担う反応である。
　3 人の受賞者の研究業績によって、自然免疫とそれに続く獲得免疫の活性化とその調
節の仕組みが明らかにされ、その後、様々な疾患のメカニズムの解明に役立った。彼ら
の研究は、感染症、がん、炎症性疾患に対する新たな予防法や治療法の開発への道を開いた。

参考文献
1）　Lemaitre B. et al., The dorsoventral regulatory gene cassette spätzle/Toll/cactus controls the 

potent antifungal response in drosophila adults. Cell 1996；86：973-983.（背腹の制御遺伝子カセッ
トspätzle/Toll/cactus は、ショウジョウバエで抗真菌反応をコントロールする）

2）　Poltorak A. et al., Defective LPS signaling in C3H/HeJ and C57BL/10ScCr mice：Mutations in 
Tlr4 gene. Science 1998；282：2085-2088.（C3H/HeJ マウスおよび C57BL/10ScCr マウスにおけ
る LPS シグナリングの欠損：Tlr4 遺伝子の変異）

3）　Steinman R. M. et al., Identification of a novel cell type in peripheral lymphoid organs of mice. 
Journal of Experimental Medicine 1973；137：1142-1162.（マウスの末梢リンパ組織における新
規の細胞種の同定）
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地域イノベーションと震災復興に寄与する地熱エネルギーの利用
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科学技術動向研究

地域イノベーションと震災復興に
寄与する地熱エネルギーの利用

　2011 年 3 月の東日本大震災を契
機に、日本では「日本再生のため
の戦略に向けて」をはじめとする
さまざまな検討が進んでいる1）。特
に、グリーン・イノベーション戦
略の強化と前倒しを軸とした、新
たなエネルギーベストミックス実
現の戦略が議論されており、これ
まで以上に再生可能エネルギーの
導入が加速されることは必須であ
る。エネルギー・環境会議2）と関係
省庁・関係機関が協力して、国民
的議論を深め、新たなベストミッ
クスをエネルギー基本計画として
策定し、これに沿ったエネルギー・
環境産業戦略およびこれらを支え
るグリーン・イノベーション戦略
からなる「革新的エネルギー・環境
戦略」について「政策推進指針」（2011
年 5 月 17 日閣議決定）にて述べら

和田　潤　
グリーンイノベーションユニット

浦島　邦子

れている。これによると、短期的
には電力制約への政策対応や災害
に強いエネルギー供給体制の構築
等、新たな成長の芽（エコタウン
の建設、省エネ・新エネビジネス、
分散型エネルギーシステムの展開
など）の育成と資金需要拡大の好
循環形成、被災地域における先行
モデル的な実施への積極的な対応、
そして中長期的には安全・安定供
給・効率・環境の要請に応える新
たなエネルギー・環境構造を検討
することになっている3）。
　再生可能エネルギーは、その自
然の補充する力の範囲内で利用し
ても枯渇せず、また一般に地球温暖
化の原因にもならない。国際エネル
ギー機関（IEA）発行の Renewables 
Information は「絶えず補充される
自然の過程に由来し、様々な形態

のうち太陽から直接供給される光
や地球内部で発生する熱、太陽や
風や海洋や水力やバイオマスや地
熱資源から発生した熱や電力、そ
して再生可能資源に由来するバイ
オ燃料と水素」を再生可能エネル
ギーとしている。このうち、太陽
光発電は、我が国ではすでに住宅
用のものについては余剰電力の買
取制度が導入され、住宅用太陽光
パネルの普及が進んでいるが、効
率向上が課題である5）。また、近年
は産業界で風力発電や小規模水力
発電6）、火力発電所でのバイオ燃料
の混焼7）など導入が進んでいる。
　本稿では、我が国の状況と世界
各国での現状を俯瞰し、地熱のエ
ネルギー源としてのポテンシャル、
熱利用を通じた地域への貢献ならび
に政策的な対応策について述べる。

2-1

地熱資源

　地熱資源とは、地球が元来地中

に持っている熱のうち、エネル
ギーとして利用できるものを指
す。発電のほか熱源として直接利
用が可能であり、これを活用する
ことで化石燃料と温室効果ガスの
削減が期待できる8）。

　地中の温度は、地下深度に伴っ
て上昇し、この上昇割合を地温勾
配と称する。日本の陸地での平
均的な地温勾配は 30℃/km 程度
である8）（世界平均は 20℃/km 程
度）。したがって、深度を問題に

1 はじめに

2 地熱エネルギーに関する現状と課題
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ふたつの大震災から見た我が国の地震研究の動向と課題
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地震の概要

　2011 年 3 月 11 日 14 時 46 分、
東北から関東にかけての太平洋沖

科学技術動向研究

ふたつの大震災から見た
我が国の地震研究の動向と課題

松村　正三
客員研究官

合いにＭ 9.0 の超巨大地震が発生
した（気象庁による地震名称は、

「平成 23 年（2011 年）東北地方
太平洋沖地震」）。我が国の歴史上
最大規模の地震である。地震動と
これに引き続いた津波によって死
者・行方不明者の数は約 2 万人に

およんだ。
　この地震は、日本海溝から沈み
込む太平洋プレートと東北地方を
載せた大陸プレートとの境界面を
滑らせたものである。図表 1 は、
陸 上 の GPS 観 測 網（GEONET）
データに基づいて国土地理院が後

　標題に掲げたふたつの大震災
とは、1995 年阪神・淡路大震災

（M7.3、死者・行方不明者 6437
人）と今春の東日本大震災（M9.0、
死者・行方不明者約 2 万人）で
ある。これらを含め過去の震災
を振り返ってみると、20 世紀の
100 年間で我が国に 10 人以上の
死者・行方不明者をもたらした震
災の回数は 31 回を数え、その平
均発生間隔は 3.2 年であった。続
く 21 世 紀 の 11 年 間 で は、2004
年中越地震、2007 年中越沖地震、
2008 年岩手・宮城内陸地震、そ
して 2011 年東日本大震災と 4 回
を数え、震災発生のペースは全く
減少していない。つまり、3 年に
1 回程度の割合で日本のどこかに
このくらいの震災が発生すると警

計画が策定されたばかりである
（平成 23 年 8 月 19 日閣議決定1））。
そこでは、今回の震災と原発事故
を踏まえ、我が国のリスクマネジ
メントに不備があったことを認め
たうえで、科学技術への国民の理
解と信頼をいかにして取り戻すか
を今後の課題として投げかけてい
る。また、人々の生活の安全性を
守るため、自然災害に対する対応
能力の強化に向けた研究開発等の
取り組みを促進することを要請し
ている。
　本論では、今回の東日本大震災
の地震学的な意味合いを振り返る
とともに、日本の地震研究が今ど
ういった状況にあるかを、学会発
表の件数と傾向を基にして米国の
地震研究と対比しながら考察する。

告していたならば、今回もその予
測は当ったことになる。今後もこ
の予測は有効かもしれない。そう
だとすると、一方で場所を特定し
た地震の発生予測がなかなか当た
らないことに較べ、これは、きわ
めて皮肉な結果であると言わざる
を得ない。地震の発生を制御する
ことはできないが、震災を抑制す
ることならば可能なはずだからで
ある。
　阪神・淡路大震災を契機にし
て、我が国の地震研究の方向付け
と体制は大きな変革を遂げたと言
われている。それにもかかわらず
相変わらず震災が繰り返されてき
たこの間の経緯に、地震研究はど
う関わってきたのだろうか。
　折りしも、第 4 期科学技術基本

1 はじめに

2 東日本大震災
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図表 4　（社）日本地震学会秋季大会における発表件数の推移

科学技術動向研究センターにて作成

3-1

阪神・淡路大震災の前後で
比較した日本の地震研究

　1995 年の阪神・淡路大震災で
6400 名を超える死者が出たこと
は、当時の地震関連学界全体に強
い衝撃をもたらした。それまで科
学技術庁にあった地震予知研究推
進本部は、地震調査研究推進本部

（後に文部科学省に移管）に改組
され、全国の地震動予測地図の編
纂が始められたことは前報8）に書
いたとおりである。地震学会は、
それまでの地震予知研究偏重を改
め、地震発生機構を物理学的に
解明する基礎的研究重視へと舵を
切った。
　図表 4 は、最近 20 年間の秋季
大会における発表件数の推移であ
る。1 回の大会での各人毎の発表
件数が制限されているため、発表

総数は、ほぼ研究者の数に比例す
ると考えてよい。阪神・淡路大震
災を契機に急増したと言えるほど
ではないが、大学院生を含めて地
震研究者の数は着実に増加してき
たと推察される。なお、2008 年
が突出しているのは、国際学会と
共催されたためである。

　問題は発表件数などではなく、
発表の内容とその傾向であろう。
筆者は、発表タイトルから、その
時々の研究の指向性を窺い知るこ
とができるのではないかと考え、
その分類を試みた。図表 5 は、阪
神・淡路大震災直前（1994 年秋9））
と 16 年後の 2010 年秋10）の大会

図表 5　（社）日本地震学会秋季大会のセッション名と発表件数（1994 年および 2010 年の比較）

科学技術動向研究センターにて作成
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図表 6　（社）日本地震学会の発表タイトルから見たテーマの分類。数字は発表件数

科学技術動向研究センターにて作成

の比較である。表には、それぞれ
の大会のセッション名とその発表
件数を掲げている。両年度を見
比べると、下段に並べた特別セッ
ションを別にして、多くのセッ
ション名が全く変っていないこと
に気づく。もちろん、それぞれの
研究内容は、年とともに進展して
おり、中にはそのスタイルが大き
く様変わりしたセッションもある
だろう。ただし、ここで注視して
いる点は、科学としての地震学が
いかに発展してきたかということ
ではなく、阪神・淡路大震災後、
個々の研究者の研究指向にミッ
ション性が取り込まれたのかどう
か、また、その意味で学会全体の
動向がどう方向転換したのかとい
うことである。それらを論ずる
ために、やや恣意的ではあるが、
個々の発表タイトルから窺える研
究テーマを 4 つに分類してみた

（1：地殻構造、地震発生機構の
解明など、学術的・理学的研究、
2：地震予知・予測、3：地震動評

価・災害予測、4：その他）。ここ
での分類は、あくまでも相対的な
ものであり、発表タイトルの調子
から受けた筆者の印象に基づいて
いる。また、次節で示す米国地震
学会との比較を意識した分類とも
言える。
　結果は、図表 6 に示したとおり
であり、阪神・淡路大震災の前後
で、双方の円グラフにはほとんど
差異が見られなかった。震災後に
学界が強調した研究の方向性が、

「地震の発生機構を物理的に解明
する」という基礎研究推進であっ
たことが反映された結果とも言え
よう。

3-2

日・米地震学会の比較

　同じ分類比較を、米国地震学会
（Seismological Society of America）
に対しても行なってみた。米国西

海岸では、約 20 年前、1989 年ロ
マ・プリータ地震（M6.9、死者
63 名）、1992 年ランダース地震

（M7.3、負傷者 400 名）、1994 年
ノースリッジ地震（M6.7、死者
57 名）と中規模の震災が相次い
だ。ここでは、その後の 2000 年11）

および 2010 年12）の定期大会にお
ける発表を調べた。発表件数は、
それぞれ 301 件、543 件、と件数
の伸びが大きく、近年では日本の
学会での発表件数とほぼ拮抗して
いる。また、2000 年と 2010 年の
セッション名を図表 7 と図表 8 に
掲載した。日本語タイトルは筆者
が直訳したものである。米国地震
学会では、個々のセッション名が
長く、また、同じセッション名が
繰り返されていない。これから
受ける印象として、米国の場合、
セッション名そのものに、研究の
目標や意味合いを明確化しようと
いう“ミッション指向”の意思が
感じられる。
　セッション名や発表タイトルだ
けから研究の中味までがミッショ
ン指向なものであるかどうかまで
を明確に判定することには無理が
あり、むしろ、本質的な研究の仕
方には、国による違いなど存在し
ないというのが常識的な解釈かも
しれない。しかし表面的とはい
え、研究の指向性や姿勢に違いが
あるという印象が拭えない。
　発表タイトルから仕分けた分野
別の 2000 年と 2010 年の比較結果
が図表 9 である。単純で主観的な
分類とはいえ、図表 6 と見比べて
日米の差は明白である。米国で
は、第 2 と第 3 分野を合わせた発
表件数が全体の 50% 前後を占め
る。図表 10 は、両国の地震学会
ホームページに掲載されたそれぞ
れの学会の目的あるいは設立趣意
を抜粋したものである。本節での
分析結果を脳裡においてこれらを
読むと、米国学会の趣意は社会と
の関わりをより強く意識した表現と
なっていることに気付かされる。
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